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○同志社女子大学教員の研究助成に関する内規（2004年4月1日制定施行） 

同志社女子大学教員の研究助成に関する内規 

2004年４月１日 

制定施行 

  

 改正 2006年12月13日 2007年10月24日  

   2008年１月16日 2008年11月12日  

   2010年10月13日 2013年９月11日  

   2016年２月10日 2016年11月９日  

   2019年４月10日 2023年１月18日  

   2023年９月13日 2024年９月11日  

第１条 この内規は、私学研修福祉会の国内研修費及び学術情報部学術研究支援課の研究助成に関す

る事項を定める。 

第２条 この内規に定める研究助成の種類とその選考は次のとおりとする。 

国内研究助成Ａ（国内研修員） 

国内研究助成Ｂ（研究所専従研究員） 

研究助成金（研究所兼担研究員） 

研究奨励金（研究所兼担研究員） 

出版補助 

学術研究振興資金補助 

２ 第１項の選考については、学術情報部主任会が行い、評議会の議を経て学長が決定する。 

第３条 国内研究助成Ａ（国内研修員） 

私学研修福祉会が募集する国内研修員（内地留学）候補者として推薦し決定した者に研究助成を

行う。 

(１) 資格 助成金交付時に満２年以上在職している満63歳未満の本学専任教員 

(２) 期間 私学研修福祉会が定める期間 

(３) 人員 年間１名 

(４) 研究期間中に交付される助成金 

私学研修福祉会が定める研修費を基準とする。 

(５) その他 本条に定めのない事項については同志社女子大学の研究所の研究員に関する内規第

９条から第13条の規定を適用する。 

第４条 国内研究助成Ｂ（研究所専従研究員） 

同志社女子大学の研究所の研究員に関する内規の定めにより専従研究員になった者に、助成金を

交付する。 

(１) 資格 助成金交付時に満１年以上在職している満63歳未満の本学専任教員 

(２) 期間 原則として６か月又は１か年 

(３) 人員 年間２名 

(４) 助成金額 

250,000円（６か月）、500,000円（１か年）を限度として交付する。 

第５条 研究助成金（研究所兼担研究員） 

研究助成金については以下のとおりとする。 

(１) 資格 助成金交付時に満１年以上在職している満64歳未満の本学専任教員及び任期付教員

（任用期間最終年度は除く） 

なお、第３号(ア)及び（イ）の助成金に同時に応募することはできない。 

(２) 応募期間 研究助成金の交付を希望する者は、所定の研究計画調書を整えて別に定める期日

までに所属長を経て学術情報部長に提出する。 

(３) 研究助成金種類 

(ア) 個人研究 

１件につき500,000円を限度として、毎年度23件以内の研究（リサイタル、演奏会等の芸術研
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究を含む）に対し交付する。助成期間は１か年とする。 

なお、リサイタル、演奏会等の開催を目的として本助成金が交付され、開催後に利益が生じ

た場合、交付された助成金額を上限として学術情報部学術研究支援課に返金すること。 

(イ) 共同研究 

１件につき1,500,000円を限度として、毎年度４件以内の研究に対し交付する。助成期間は１

か年とする。 

共同研究に対する応募資格は第１号に規定するもののほか以下のとおりとする。 

   ⅰ 研究代表者は専任教員とする。 

   ⅱ 同じ研究室・部門に所属する専任教員及び任期付教員（任用期間最終年度は除く）で応募

する場合は、専任教員が２名以上であること。 

第６条 研究奨励金（研究所兼担研究員） 

科学研究費助成事業応募者に対する研究奨励金については以下のとおりとする。なお、この科学

研究費助成事業対象奨励金は前条の研究助成金との併願はできない。 

(１) 名称 科学研究費助成事業対象奨励金 

(２) 資格 奨励金交付時に満１年以上在職している満64歳未満の本学専任教員及び任期付教員

（任用期間最終年度は除く）で当該年度科学研究費助成事業に代表者として応募し、採択されな

かった者のうち審査結果Ａランクと明記されているもの。ただし、科学研究費助成事業の対象種

目は、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）及び若手研究とする。また、研究奨励金の研究課題は科学研

究費助成事業に応募したものと同一の課題名とする。 

(３) 応募期間 科学研究費助成事業の審査結果開示後15日間以内に研究計画調書を所属長を経て

学術情報部長に提出する。 

(４) 奨励金額 １件につき1,000,000円交付する。ただし、年間予算総額は5,000,000円とする。

採択件数に基づく奨励金額の合計が年間予算総額を超過する場合には、１件につき年間予算総額

を採択件数で除した金額（千円未満切り捨て）を交付する。 

第７条 出版補助 

当該年度内に出版可能なもので、本学において行われた研究・教育成果であり、本学の研究・教

育に資すると判断されるものについて出版補助を行う。当該出版補助は図書（単著に限る）だけで

なくＣＤ及びＤＶＤ等も対象とする。 

(１) 名称 出版補助 

(２) 資格 補助金交付時に満１年以上在職している本学専任教員 

(３) 応募期間 補助金の交付を希望する者は、所定の交付願を整えて別に定める期日までに所属

長を経て学術情報部長に提出する。 

(４) 補助金額 １件につき1,000,000円を限度として交付し、年間予算総額を3,000,000円とする。

採択件数に基づく補助金額の合計が年間予算総額を超過する場合には、減額の対処をする。減額

は、3,000,000円を採択された全ての応募に係る補助金額の合計で除すことにより得られた数値を

各々の応募に係る補助金額に乗ずることにより行う（千円未満切り捨て）。 

ただし、出版補助については、交付願に記載された当初計画に変更がある場合、学術情報部学術

研究支援課と事前に協議を行うこと。その事由によっては、補助しないこともある。また、科学研

究費助成事業の研究成果公開促進費（学術図書）に応募し、採択された場合は補助しない。 

なお、出版補助の対象となった図書（ＣＤ及びＤＶＤ等を含む）には、本学より出版補助を受け

た旨を明記すること。 

第８条 学術研究振興資金補助 

日本私立学校振興・共済事業団の学術研究振興資金採択者に対する補助金については以下のとお

りとする。 

(１) 資格 補助金交付時に満１年以上在職している満64歳未満の本学専任教員及び任期付教員

（任用期間最終年度は除く）で当該年度学術研究振興資金に代表者として応募し、採択された者。 

(２) 応募期間 補助金の交付を希望する者は、採択結果開示後30日間以内に研究計画調書を所属

長を経て学術情報部長に提出する。 

(３) 補助金額 日本私立学校振興・共済事業団の定める上限額以内。 

第９条 研究経費の使用内訳 
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採用された研究助成において、助成対象となっている研究以外での研究経費の支出は認められな

い。 

２ 第４条から第６条の研究助成において、旅費交通費が研究費総額の20％を超えることはできない。

ただし、研究遂行上、旅費交通費が研究費総額の20％を超える場合、当該研究助成の応募にあたり

研究計画調書に詳細かつ明確に用途理由を記入すること。また、当該研究助成においては研究成果

等の発表を行わない学会参加のための旅費交通費は支出できない。 

３ 第４条から第６条の研究助成において、旅費交通費以外の費目が研究費総額の90％を超える場合、

当該研究助成の応募にあたり研究計画調書に詳細かつ明確に用途理由を記入すること。 

４ 第５条及び第６条の研究助成の使用については、教員個人研究費取扱要領を準用する。 

第10条 この内規に関する事務は、学術情報部学術研究支援課が行う。 

第11条 この内規の改廃は、学術情報部主任会、常任委員会及び評議会の議を経て、学長が決定する。 

附 則 

この内規は、2024年10月１日から施行し、2025年度研究助成受領者から適用する。 


